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令和５年度

全国下水道主管課長会議資料

１

地方共同法人 日本下水道事業団

令和５年４月２４日

再構築事業

⽇本の下⽔処理場の７０％以上に関与した知⾒を活⽤し、
様々な現場状況で柔軟に再構築を⽀援。

浸水対策事業

流域治⽔関連法の改正を踏まえ、計画策定から施設の設
計・建設まで、⼀体的かつ計画的に⽀援。

狭あいな箇所でも実施可能な
施⼯計画を提案

更新⼯事中の能⼒不⾜に対して仮
設MBRを活⽤

再構築・建設⼯事
受託中の処理場

埼⽟県荒川⽔循環センター、東広島市東広島浄化センター、丸⻲市
浄化センターなど

建設⼯事受託中
の⾬⽔ポンプ場

名古屋市広川ポンプ場、堺市古川下⽔ポンプ場、福⼭市
蔵王ポンプ場など

災害復旧支援

これまでの災害⽀援の経験によって培ったさまざまなノウハウを活⽤
し、被災時の各段階に応じて⽀援。

災
害
発
⽣

⼀
次
調
査

資
料
作
成

災
害
報
告

緊
急
処
置

⼆
次
調
査

資
料
作
成

施
⼯
者
等
協
議

応
急
⼯
事

︵
国
交
省
؞
都
道
府
県
等
︶

関
係
機
関
協
議

資
料
作
成
؞
⽴
会

災
害
査
定

本
復
旧
⼯
事

０．法改正

３．事業計画の⾒直し

５．⾬⽔ポンプ場・貯留施設等の設計・建設

⾬
⽔
出
⽔
浸
⽔
想
定
区
域
भ
指
定

４．下⽔道浸⽔被害軽減総合
計画等

基本⽅針の検討
内⽔浸⽔想定区域図の作成

１．内⽔浸⽔想定区域の検討
（浸⽔シミュレーションによる浸⽔リスク評価）

⾬⽔管理⽅針の検討
段階的対策計画の検討

２．⾬⽔管理総合計画策定
（下⽔道の浸⽔対策のマスタープラン）

指定後⾒直し時

施
⾏
後
5
年
以
内

内
⽔
ঁ
२
␗
ॻ
ঐ
⑁
উ

（整備⽅針、
計画降⾬の位置づけ含む）

〇下水道ソリューションパートナーとしての総合的支援
（再構築、浸水対策、災害支援）

２

2023年３⽉末現在の災害⽀援協定締結団体数 278団体
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〇下水道ソリューションパートナーとしての総合的支援（再構築事業）

○丸⻲市浄化センター再構築事業は、施設の⽼朽化に伴い、既存の⽤地ではなく新たな場所で⼤規模再構築を実施。
○⼤規模再構築にあたり、汚泥処理についてはJS新技術Ⅰ類に登録されている「下⽔汚泥由来繊維利活⽤システム」を採⽤。本シス
テムを導⼊することにより、脱⽔汚泥の低含⽔率化による脱⽔汚泥量が縮減されることから、汚泥処分コストの縮減が可能。

○JSは、再構築実施設計や新技術導⼊の⽐較検討段階から⽀援し、2023年度は引き続き建設⼯事を実施し、2024年３⽉に
供⽤開始予定。

大規模再構築と下水汚泥由来繊維利活用システムの導入
（丸亀市浄化センター再構築事業）

完成予想パース図

詳しい技術内容はJSHP参照︓https://www.jswa.go.jp/g/g04/pdf/23.pdf

下⽔汚泥由来繊維利活⽤システムの導⼊概念図

回収助材

３

下水道事業と河川事業が連携した浸水対策！
（福山市 蔵王ポンプ場・蔵王雨水幹線）

○福⼭市域ではH30年７⽉豪⾬において、 24時間降⾬量243mmの観測史上１位を記録。⼿城川流域では約250haが浸⽔。
○下⽔道事業と河川事業が⼀体となり、効果的に治⽔対策を推進。
○蔵王⾬⽔幹線は2024年３⽉に完成予定。並⾏して、蔵王ポンプ場の建設⼯事を実施。

⾕地川改修（市・河川事業）

⼿城川

⼿城川改修（県・河川事業）

平成30年７⽉浸⽔状況

⾬⽔貯留施設整備(暫定)
（市・河川事業）

排⽔機場ポンプ増設（県・河川事業）凡例

（県） 河川事業
（市） 河川事業
（市） 下⽔道事業
H30年浸⽔実績

①

②
⾬⽔ポンプ場整備（市・下⽔道事業）

⾬⽔幹線整備（市・下⽔道事業）
①

②

JR東福⼭駅

【事業概要】
⾬⽔幹線整備（φ1,200〜3,000mm）︓約3,200m
⾬⽔ポンプ場整備︓Q=約17㎥/s
【効果】
H30年７⽉と同規模の降⾬に対し、⼿城川流域における
床上浸⽔を解消。

４

〇下水道ソリューションパートナーとしての総合的支援（浸水対策事業）
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災害復旧支援事業を重点的に実施（2023年度実施予定）

○令和２年７⽉豪⾬の被災直後より災害対策本部を設置し、３県３団体９施設に対して災害復旧を⽀援。(内８施設が復旧済)
○令和４年度は、 8⽉の豪⾬に伴い浸⽔した⻘森県鰺ヶ沢町、⼭形県⼩国町、新潟県村上市において災害復旧を⽀援。また、9⽉
の台⾵第14号に伴い浸⽔した宮崎県諸塚村、都城市において災害復旧を⽀援。

５

⼭形県⼩国町への⽀援
（⼩国町⼩国浄化センター）

令和４年８⽉の豪⾬

【その他⽀援団体】
・⻘森県鰺ヶ沢町
鰺ヶ沢浄化センター

・新潟県村上市
荒川浄化センター
⽻ヶ榎中継ポンプ場

浸⽔状況（場内） 被災状況

JS職員による調査状況

熊本県⼈吉市への⽀援【復旧済】
（⼈吉市⼈吉浄⽔苑）

福岡県⼤牟⽥市への⽀援
（⼤牟⽥市三川ポンプ場）

令和２年７⽉豪⾬

【その他⽀援施設(復旧済】
・熊本県⼈吉市
⼈吉浄⽔苑ほか6施設

・⼭形県⼤蔵村
肘折下⽔処理場

今後も被災した施設の復旧⽀援を継続していきます

浸⽔状況浸⽔状況(場内)

復旧完了

宮崎県諸塚村への⽀援
（諸塚村諸塚浄化センター）

令和４年台⾵第14号

【その他⽀援団体】
・宮崎県都城市
都城浄化センター

浸⽔状況(場内)

JS職員による調査状況

JS職員による調査状況

〇下水道ソリューションパートナーとしての総合的支援（災害復旧支援）

６

〇公開用ホームページ

https://www.jswa.go.jp

〇令和５年度版 広報パンフレット（４/24公開予定）。

https://www.jswa.go.jp/company/gaiyou/pdf/r5mizuata.pdf

〇日本下水道事業団ホームページのご紹介

〇お問合せ先

https://www.jswa.go.jp/information/information.html
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